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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第149期
前第1四半期

連結累計(会計)期間

第150期
当第1四半期

連結累計(会計)期間
第149期

会計期間
自  平成21年4月 1日
至  平成21年6月30日

自  平成22年4月 1日
至  平成22年6月30日

自  平成21年4月 1日
至  平成22年3月31日

売上高 (百万円) 115,804 173,979 587,572

経常利益又は経常損失(△)(百万円) △8,114 9,011 7,598

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(百万円) △5,346 5,117 4,765

純資産額 (百万円) 256,712 257,332 264,688

総資産額 (百万円) 758,303 772,671 789,624

１株当たり純資産額 (円) 445.73 445.25 458.65

１株当たり四半期(当期)
純利益金額又は四半期純損
失金額(△)

(円) △9.89 9.47 8.82

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － 9.46 －

自己資本比率 (％) 31.8 31.2 31.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,695 26,119 51,108

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,173 △6,367 △29,355

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,286 △15,404 △24,956

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 122,998 125,891 123,437

従業員数 (人) 23,823 25,181 24,633

(注)１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

    ２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

    ３ 前第1四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、四半期純損益が損

失のため記載しておりません。

    ４ 第149期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第1四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

  また、主要な関係会社についても、異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第1四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成22年6月30日現在

従業員数(人) 25,181

(注)  従業員数は就業人員であります。臨時従業員は、その総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略し

ております。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年6月30日現在

従業員数(人) 5,967

(注)  従業員数は就業人員であります。臨時従業員は、その総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略し

ております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループの販売・生産品目は極めて広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その寸法

・構造等は一様ではなく、また見込み生産を行う製品が増えてきているため、生産規模及び受注規模を金

額あるいは数量で示すことはしておりません。このため、販売及び生産の状況については、「４  財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に関連づけて記載しております。

また、当第1四半期連結会計期間より、経済環境の変化等を勘案して記載方法を変更しております。

　

２ 【事業等のリスク】

当第1四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクの内容に重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

  該当事項はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第1四半期連結会計期間のグローバル経済は、中国やアセアンを中心とする新興国の堅調な経済成長

に牽引され、全体的に緩やかな景気の回復となりました。しかしながらギリシャの財政危機を発端にした

金融不安から実体経済への影響が懸念されるなど、先行きは不透明な状況が続いております。

当社グループの事業領域におきましては、前年同四半期に比べると自動車向けは、各国の景気回復によ

る自動車販売台数の増加や販売優遇策に支えられ、需要の回復がみられました。地域別にみると、日本で

は景気回復とエコカー減税や買換え補助金などの効果、米州では大手自動車メーカーの販売の回復、欧州

では景気回復と販売優遇策効果、アジアでは中国・インドの自動車市場拡大がみられ、各地域において需

要が堅調に推移しました。また、産業機械向けは、景気回復により産業機械軸受及び精密機器関連製品と

もに全般的な需要増となりました。地域別にみると、日本では建設機械や工作機械、半導体製造装置の増

加、米州及び欧州では景気回復とアフターマーケット向け拡販効果、アジアでは中国のインフラ関連、ア

セアンの情報機器、韓国の半導体製造装置の増加がみられ、各地域とも需要の増加となりました。

第1四半期連結会計期間の売上高は1,739億79百万円と前年同四半期に比べ50.2％の増収となりまし

た。営業利益は、円高による輸出採算の悪化はありましたが、売上増や生産の拡大による操業度効果、生産

性の改善、外部調達コストの削減などにより103億32百万円（前年同四半期は45億17百万円の営業損失)

となりました。経常利益は90億11百万円（前年同四半期は81億14百万円の経常損失）となりました。税金

費用、少数株主利益を控除した結果、四半期純利益は51億17百万円（前年同四半期は53億46百万円の四半

期純損失）となりました。
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セグメントごとの業績は次のとおりであります。

　

① 産業機械事業

産業機械軸受の売上高は、景気回復の効果もあり、前年同四半期に比べて一般産業向けや電機向け、

アフターマーケット向けが増加しました。地域別にみても、欧州の風力発電向け販売に停滞感はあるも

のの、その他については、各地域における需要が堅調に推移したことにより、大きく増加となりました。

精密機器関連製品の売上高は、半導体製造装置向け需要が回復したことや中国の経済成長を受けた

工作機械需要が堅調に推移したことにより、各地域とも大きく増加となりました。

この結果、産業機械事業の売上高は618億13百万円（前年同四半期比+49.6％）となりました。営業利

益は、円高による輸出採算の悪化はあるものの、大幅な物量の増加により37億70百万円（前年同四半期

は28億61百万円の営業損失）となりました。

　

② 自動車事業

自動車軸受及び自動車部品の売上高は、中国を始めとする新興国での自動車市場拡大による需要の

増加、各国の景気回復及び販売優遇策の効果などにより、ハブユニット軸受や電動パワーステアリング

の需要が堅調に推移したことから、前年同四半期に比べて各地域とも大きく増加となりました。

この結果、自動車事業の売上高は1,056億36百万円（前年同四半期比+49.3％）となりました。営業利

益は、原材料価格の上昇などのコストアップ要因はあるものの、大幅な物量の増加により72億81百万円

（前年同四半期は30百万円の営業損失）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

資産合計は7,726億71百万円となり、前連結会計年度末に比べて169億53百万円減少しました。

主な増加は、現金及び預金76億12百万円であり、主な減少は、有価証券54億96百万円、新規投資を減価償却

費の範囲内にとどめたことによる有形固定資産76億89百万円、株式市場の下落などに伴う投資有価証券69

億76百万円によるものであります。

  負債合計は5,153億39百万円となり、前連結会計年度末に比べて95億96百万円減少しました。主な増加

は、支払手形及び買掛金59億63百万円であり、主な減少は、社債100億円、短期借入金20億62百万円によるも

のであります。

  純資産合計は2,573億32百万円となり、前連結会計年度末に比べて73億56百万円減少しました。主な増加

は、四半期純利益51億17百万円であり、主な減少は、為替換算調整勘定78億13百万円、株式市場の下落など

に伴うその他有価証券評価差額金45億51百万円によるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第1四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益

90億11百万円、減価償却費84億86百万円、仕入債務の増加71億75百万円などによる収入がありましたが、

売上債権の増加42億79百万円、たな卸資産の増加35億86百万円などの支出もあり、前年同四半期比で214

億24百万円増加し、261億19百万円の収入となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第1四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得61億37

百万円などにより、前年同四半期比で1億93百万円支出が増加し、63億67百万円の支出となりました。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第1四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還100億円、短期借

入金の返済30億89百万円、配当金の支払20億72百万円などにより、前年同四半期比で131億18百万円支出

が増加し、154億4百万円の支出となりました。

　

これらの結果、当第1四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は1,258億91百万円となり、前

連結会計年度末に比べて24億54百万円の増加となりました。また、前年同四半期比で28億93百万円の増加

となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第1四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第118条第3号に掲げる事項）は次のとおりです。

　

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要

　

当社グループは、株主・投資家、顧客、国内外の製造・販売会社、地域社会、従業員等の様々なステー

クホルダーとの相互関係に基づき成り立っております。当社は、当社グループの使命は、社会・環境・

経済の全ての面においてバランスのとれた経営を行い、全てのステークホルダーに対する社会的責任

を果たすと同時に、本業に徹することにより当社グループの企業価値を増大させることであると考え

ています。

当社は、資本市場に公開された株式会社であるため、当社に対して投資をしていただいている株主の

皆様には、当社のかかる考えにご賛同いただいた上で、そのご判断により当社の経営を当社経営陣に対

して委ねていただいているものと理解しています。かかる理解のもと、当社は、当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者の在り方についても、最終的には、株主の皆様のご判断によるべきであると考

えています。従いまして、当社株式の大量の買付行為がなされた場合にそれに応じるべきか否かは、最

終的には株主の皆様のご判断に委ねられるべきであると考えます。

しかしながら、昨今のわが国の資本市場の状況を考慮すると、対象となる企業の株主の皆様及び投資

家の皆様に対する必要十分な情報開示や熟慮のための機会が与えられることなく、あるいは対象とな

る企業の取締役会が意見表明を行い、代替案を提案するための情報や時間が提供されずに、突如とし

て、株式の大量の買付行為が強行される可能性も否定できません。このような株式の大量の買付行為の

中には、真摯に合理的な経営を行う意思が認められないもの等、当社の企業価値ひいては株主の皆様の

共同の利益を毀損する買付行為もあり得るものです。
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かかる当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を毀損するおそれがある当社株式の大量の

買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

　

② 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な

   取組みの概要

　

（イ）中期経営計画等による企業価値向上への取組み

　

  当社は、平成21年10月に平成25年3月期迄の中期経営計画を策定いたしました。かかる中期経営計

画においても、従来より掲げておりました、メーカーの原点である製品の品質はもとより、あらゆる

サービスを含む全ての品質、即ち「トータル・クオリティーにおいて業界No.１の会社になる」こと

を目指してまいります。そして、「成長戦略」と「体質強化」の推進という従来からの基本方針に加

えて、「事業軸の強化」により販売・生産・技術が一体となった顧客・事業軸中心の経営を加速さ

せることで、事業環境の大きな変化の中での次なる成長に向けた事業基盤の構築を図ってまいりま

す。

また、グループ共通施策として（1）営業力の強化、（2）技術開発力の強化、（3）生産力の強化、

（4）グローバルマネージメント力の強化、（5）人材育成力の強化の5つの経営課題を推進してまい

ります。

また、当社は、事業を通じて世界中のエネルギーロスを削減することが当社グループの社会的責任

と捉え、地球環境の保全と社会の持続可能な発展に向けて貢献すべく環境経営のレベルアップを着

実に推進し、様々なステークホルダーとの信頼関係構築に努めています。

　
（ロ）コーポレート・ガバナンスに関する取組み

　
当社は、社会的責任を果たし、企業としての適切な利益を確保し続け、企業価値ひいては株主の皆

様の共同の利益を確保・向上させるために、経営の透明性と健全性を高めていく具体的な体制を積

極的に採用しています。平成11年には、当社は執行役員制度を導入のうえ、社外取締役を招聘し、任意

に報酬委員会を設置しました。また、平成15年には、任意に監査委員会を設置しています。そして、平

成16年には委員会等設置会社に移行し、平成18年には会社法に基づく委員会設置会社となり、監査・

報酬・指名の3つの委員会は、それぞれ2名の社外取締役と1名の社内取締役で構成され、透明性と健

全性の向上に努めています。

　
③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

   防止するための取組みの概要

　

  当社は、平成20年4月23日開催の当社取締役会において、上記①記載の当社の財務及び事業の方針の

決定を支配する者の在り方に関する基本方針（会社法施行規則第118条第3号柱書に規定されるものを

いい、以下「基本方針」といいます。）を定めるとともに、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同

の利益を確保し、向上させるために、この基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業

の方針の決定が支配されることを防止するための取組み（同規則第118条第3号ロ(2)）として、平成20

年6月25日開催の当社株主総会において関連議案が承認されることを条件として、特定の者またはグ

ループによって当社株式の一定規模以上の買付行為が行われた場合の対応策（以下「本プラン」とい
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います。）を導入することを決定し、同株主総会において関連議案がいずれも承認され、本プランが導

入されました。

　
（イ）本プランの対象となる大量買付行為

　
本プランは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買

付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為

（市場取引、公開買付けその他具体的な買付方法の如何を問いません。）を適用対象とします。但し、

あらかじめ当社取締役会が同意した買付行為は、本プランの適用対象からは除外します。なお、本プ

ランの適用を受ける買付行為を以下「大量買付行為」といい、大量買付行為を行いまたは行おうと

する者を以下「大量買付者」といいます。

　
（ロ）大量買付ルールの設定

　
ⅰ．意向表明書の事前提出

大量買付者には、大量買付行為の実行に先立ち、当社代表執行役社長宛に、本プランに定められ

た所定の手続（以下「大量買付ルール」といいます。）に従う旨の誓約等を日本語で記載した

「意向表明書」をご提出いただきます。

　
ⅱ．本必要情報の提供

当社取締役会は、上記ⅰ．の意向表明書受領後10営業日以内に、大量買付者から提供していただ

くべき情報を記載したリストを当該大量買付者に対して交付いたします。大量買付者には、当社取

締役会に対して、かかるリストに従って、大量買付行為に対する株主の皆様のご判断及び当社取締

役会の評価・検討等のために必要かつ十分な情報（以下「本必要情報」といいます。）を提供し

ていただきます。

次いで、当社取締役会は、大量買付者から提供された情報を精査し、当該情報だけでは本必要情

報として不十分と認められる場合には、大量買付者に対して追加的に情報提供を求めることがで

きるものとし、大量買付者から追加的に受領した情報についても同様とします。

　
ⅲ．取締役会による評価期間の設定等

当社取締役会は、本必要情報を受領した後、大量買付行為の内容に応じて最大60日間または最大

90日間を当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間（以下「取締役

会評価期間」といいます。）として設定いたします。但し、当社取締役会は、当社取締役全員が出席

する取締役会の全会一致の決議により、取締役会評価期間を必要な範囲内で、最大30日間延長でき

るものとします。

大量買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。

  取締役会評価期間中、当社取締役会は、大量買付者から提供された本必要情報を十分に評価・検

討し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保・向上の観点から、当社取締役会と

しての意見を慎重にとりまとめ、公表いたします。また、必要に応じ、大量買付者との間で大量買付

行為に関する条件改善について交渉し、また当社取締役会として当社株主の皆様に対し代替案を

提示することもあります。
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（ハ）対抗措置の発動

　
大量買付者が大量買付ルールを遵守した場合、当社取締役会は、仮に当該大量買付行為に反対で

あったとしても、反対意見の表明、代替案の提示、株主の皆様への説明等を行う可能性は排除しない

ものの、当該大量買付行為に対する対抗措置は講じません。

  但し、当該大量買付行為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうおそ

れがある場合には、取締役会評価期間満了後に、株主総会を開催し、大量買付行為に対し、対抗措置を

発動すべきか否かを株主の皆様のご判断に委ねるものとします。もっとも、株主の皆様が大量買付行

為に応じるか否かの判断を株主の皆様の個々のご判断に委ねるのが相当であり、対抗措置を発動す

ることが適切ではないと当社取締役会が判断する場合には、株主総会を開催しないことができるも

のとします。この場合、当社取締役会は、当該大量買付行為に対し対抗措置を発動しません。

また、当社取締役会は、大量買付者がいわゆるグリーンメイラーである場合、大量買付者の提案す

る当社の株券等の買付方法が、いわゆる強圧的二段階買付けに代表される、構造上株主の皆様の判断

の機会または自由を制約し、事実上、株主の皆様に当社株式の売却を強要するおそれがある場合等、

大量買付行為が一定の類型に該当し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損

なう場合には、例外的に対抗措置を発動することがあります。

これに対して、大量買付者が大量買付ルールを遵守しない場合には、具体的な買付方法の如何にか

かわらず、当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的

として、対抗措置を発動する場合があります。大量買付者が大量買付ルールを遵守したか否か及び対

抗措置の発動の是非は、外部専門家等の意見も参考にし、当社取締役会が決定いたします。

但し、当社取締役会が、株主の皆様のご意思を確認するために株主総会を開催することが実務上可

能であり、かつ、当社取締役会が株主の皆様のご意思を確認するために株主総会を開催し、対抗措置

を発動することの是非について株主の皆様にご判断いただくことが適切であると判断した場合に

は、取締役会評価期間満了後に、株主総会を開催し、大量買付行為に対し、対抗措置を発動することの

是非について株主の皆様のご判断に委ねるものとします。

なお、本プランにおける対抗措置としては、新株予約権無償割当てを行います。

また、対抗措置発動にかかる当社取締役会の決定（株主総会の決議に基づく場合を除きます。）

は、取締役全員が出席する取締役会の全会一致の決議によるものとします。

　
（ニ）株主意思の確認手続

　
  当社取締役会は、上記（ハ）のとおり、株主総会を開催し、対抗措置を発動することの是非につい

て株主の皆様にご判断いただく場合には、取締役会評価期間満了後に、法令及び当社定款の定めに

従って、速やかに株主総会を開催し、大量買付行為に対し、対抗措置を発動することの是非について

株主の皆様のご判断に委ねるものとします。この場合、当社取締役会は、取締役会評価期間満了後60

日以内に株主総会を開催し、大量買付行為への対抗措置の発動に関する議案を株主総会に上程する

ものとしますが、事務手続上の理由から60日以内に開催できない場合は、事務手続上可能な最も早い

日において開催するものとします。

株主総会を開催する場合には、大量買付者は、当該株主総会終結時まで、大量買付行為を開始して

はならないものとします。
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（ホ）本プランの有効期間

　
本プランの有効期間は、平成20年6月25日開催の当社株主総会終了後3年以内に終了する事業年度

のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時まで（平成23年6月に開催予定の定時株主総会終

結の時まで）とし、以降、本プランの継続（一部修正した上での継続を含みます。）については3年ご

とに定時株主総会の承認を得ることとします。

　
なお、本プランの詳細につきましては、当社ウェブサイト（http://www.jp.nsk.com/）に掲載して

います平成20年4月23日付投資家情報「当社株式の大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）の

導入に関するお知らせ」をご参照ください。

　

④ 上記②の取組みについての取締役会の判断及びその理由

　
上記②の取組みは、当社の中長期的な企業価値の向上のための基本的な取組みの一環であり、当社の

企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を向上させることを目的として実施しているものです。か

かる取組みを通じて、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を向上させることにより、上記

①記載の当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を毀損するおそれがある当社株式の大量の

買付行為は困難になるものと考えられ、よって、上記②の取組みは、上記①の基本方針の実現に資する

ものであると考えております。

従いまして、上記②の取組みは上記①の基本方針に沿うものであり、当社の株主の皆様の共同の利益

を損なうものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

　
⑤ 上記③の取組みについての取締役会の判断及びその理由

　
  上記③の取組みは、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保・向上させることを目

的として、大量買付者に対して、当該大量買付者が実施しようとする大量買付行為に関する必要な情報

の提供、及び、その内容の評価・検討等に必要な期間の確保を求め、最終判断を行う当社株主の皆様が、

株式の大量の買付行為の提案の内容を十分に理解し、適切な判断（インフォームド・ジャッジメン

ト）を行えるようにするために導入されるものです。また、上記③の取組みにおいては、そのような情

報提供と検討等の期間の確保の要請に応じない大量買付者に対して取締役会決議により対抗措置を発

動できることとするとともに、かかる要請に応じた大量買付者であっても、当該大量買付者が実施しよ

うとする大量買付行為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうおそれがあ

る場合には、株主総会決議により対抗措置を発動できる（但し、一定の類型に該当し、当社の企業価値

ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なう場合には取締役会決議により発動できます。）こと

とすることで、これらの大量買付者による大量買付行為を防止するものであり、よって、上記①の基本

方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組みであります。さらに、上記③の取組みにおいては、大量買付者が大量買付ルールを遵守して

いる場合において対抗措置を発動しようとする場合には、原則として、株主総会を開催して、対抗措置

を発動することの是非について株主の皆様にご判断いただくこととしており、また、大量買付者が大量

買付ルールを遵守していない場合を含め、当社取締役会が対抗措置の発動を決定する場合には、独立性

のある社外取締役を含む取締役全員が出席する当社取締役会の全会一致の決議によることとしてお

り、当社取締役会の恣意的な判断を排し、上記③の取組みの合理性及び公正性を確保するための様々な
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制度及び手続が確保されているものであります。

従いまして、上記③の取組みは上記①の基本方針に沿うものであり、当社の株主の皆様の共同の利益

を損なうものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

　

(5) 研究開発活動

当第1四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、22億25百万円であります。

なお、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第1四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第1四半期連結会計期間において、重要な設備の新設、除却等の計画に重要な変更はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,700,000,000

計 1,700,000,000

　 

　
② 【発行済株式】

　

種類
第1四半期会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成22年6月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成22年8月6日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 551,268,104551,268,104
東京証券取引所（市場第一部）
大阪証券取引所（市場第一部）

単元株式数は1,000株

計 551,268,104551,268,104 － －

  (注) 「提出日現在発行数」には、平成22年8月1日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により
発行された株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①  平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく、ストック・オプション

      の概要は次のとおりであります。

　
　 株主総会の特別決議日(平成17年6月29日)

　
第1四半期会計期間末現在 
(平成22年6月30日)

新株予約権の数(個)     381(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は1,000株

新株予約権の目的となる株式の数(株) 381,000 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 615 (注)３

新株予約権の行使期間
自  平成17年8月18日
至  平成22年8月17日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

  発行価格              615
  資本組入額            308

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた
者（以下、「新株予約権者」と
いう。）は、本件新株予約権の
行使時において、当社の取締
役、執行役、従業員または当社
関係会社の取締役であること
を要する。但し、その地位を
失った後も、平成17年6月29日
開催の株主総会決議及び平成
17年7月29日開催の取締役会決
議に基づき、当社と対象者との
間で締結する「新株予約権割
当契約」の定めに従い権利を
行使することができる。
②その他の条件については、
「新株予約権割当契約」に定
める条件に従い、これを行使す
ることができる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、
当社取締役会の承認を要する
ものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

－

(注) １  新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。

２  当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するも

のとする。但し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式

の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

    調整後株式数  ＝  調整前株式数  ×  分割・併合の比率

    また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うものとする。

３  当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げる。

調整後行使価額  ＝調整前行使価額  ×
１

分割・併合の比率
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    また、時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。但し、新株予約権の行使の場合は、行

使価額の調整は行わないこととする。

　

　 　
既発行株式数 ＋

新発行株式数 ×１株当たり払込金額

調整後行使価額  ＝調整前行使価額  ×
時価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

    

    なお、上記株式数において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また自己株式を処分する場合には、「新発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替

えるものとする。

    また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、また、当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うものとする。
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②  会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づく、ストック・オプションの概要は

      次のとおりであります。

　

株主総会の特別決議日(平成18年6月27日)

　
第1四半期会計期間末現在 
(平成22年6月30日)

新株予約権の数(個) 662(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は1,000株

新株予約権の目的となる株式の数(株) 662,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 928 (注)３

新株予約権の行使期間
自  平成18年8月25日
至  平成23年8月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

  発行価格              928
  資本組入額            464

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた
者は、権利行使の時点において
当社の取締役、執行役、使用人、
相談役、顧問または関係会社の
取締役、執行役員、顧問その他
これらに準ずる地位であるこ
とを要する。但し、任期満了に
よる退任、定年退職その他正当
な理由がある場合には、その地
位を失った後も、その日から2
年が経過する日（但し、権利行
使期間内）までに限り、行使す
ることができる。
②新株予約権者は、新株予約権
個数の全部または一部につき
行使することができる。但し、
一部を行使する場合には、割り
当てられた新株予約権の整数
倍の単位で行使するものとす
る。
③その他の条件については、当
社と新株予約権の割当を受け
る者との間で締結する新株予
約権割当契約に定めるところ
による。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による当該新株予約権の
取得については、当社取締役会
の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

(注)４

(注) １  新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。

２  当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。但

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

てのみ行われ、調整により生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

    調整後株式数  ＝  調整前株式数  ×  分割・併合の比率

    また、当社が資本の減少を行う場合等、目的たる株式数の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める株

式数の調整を行うものとし、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てる。

３  当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げる。

調整後行使価額  ＝調整前行使価額  ×
１

分割・併合の比率
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    また、時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。但し、新株予約権の行使の場合は、行

使価額の調整は行わないこととする。

　 　
既発行株式数 ＋

新発行株式数 ×１株当たり払込金額

調整後行使価額  ＝調整前行使価額 ×
時価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

   

    なお、上記株式数において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また自己株式を処分する場合には、「新発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替

えるものとする。

    また、当社が資本の減少を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める行使価額

の調整を行うものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

４  当社が合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転（以下、

組織再編行為という。）をする場合においては、本新株予約権者に合併後存続する株式会社または合併により

設立する株式会社、分割する事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会社、新設分割に

より設立する株式会社、当社の発行済株式の全部を取得する株式会社及び株式移転により設立する株式会社

（以下、再編対象会社という。）の新株予約権を下記の条件で交付することができる。

①新株予約権の目的となる株式の種類

再編対象会社の普通株式

②新株予約権の目的となる株式の数

組織再編行為の条件に応じて合理的に調整を行うものとし、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨て

る。

③新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件に応じて合理的に調整を行うものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

る。

④新株予約権の行使期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使するこ

とができる期間の満了日までとする。

⑤行使条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて定めるものとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて定める

ものとする。

⑦新株予約権の取得承認

譲渡による当該新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。
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株主総会の特別決議日(平成19年6月26日)

　
第1四半期会計期間末現在 
(平成22年6月30日)

新株予約権の数(個) 743(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は1,000株

新株予約権の目的となる株式の数(株) 743,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,312 (注)３

新株予約権の行使期間
自  平成19年8月28日
至  平成24年8月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

  発行価格             1,312
  資本組入額             656

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた
者は、権利行使の時点において
当社の取締役、執行役、使用人、
相談役、顧問または関係会社の
取締役、執行役員、顧問その他
これらに準ずる地位であるこ
とを要する。但し、任期満了に
よる退任、定年退職その他正当
な理由がある場合には、その地
位を失った後も、その日から2
年が経過する日（但し、権利行
使期間内）までに限り、行使す
ることができる。
②新株予約権者は、新株予約権
個数の全部または一部につき
行使することができる。但し、
一部を行使する場合には、割り
当てられた新株予約権の整数
倍の単位で行使するものとす
る。
③その他の条件については、当
社と新株予約権の割当を受け
る者との間で締結する新株予
約権割当契約に定めるところ
による。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による当該新株予約権の
取得については、当社取締役会
の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

(注)４

(注) １  新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。

２  当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。但

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

てのみ行われ、調整により生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

    調整後株式数  ＝  調整前株式数  ×  分割・併合の比率

    また、当社が資本の減少を行う場合等、目的たる株式数の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める株

式数の調整を行うものとし、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てる。

３  当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げる。

調整後行使価額  ＝調整前行使価額  ×
１

分割・併合の比率
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    また、時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。但し、新株予約権の行使の場合は、行

使価額の調整は行わないこととする。

　 　
既発行株式数 ＋

新発行株式数 ×１株当たり払込金額

調整後行使価額  ＝調整前行使価額  ×
時価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

    

    なお、上記株式数において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また自己株式を処分する場合には、「新発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替

えるものとする。

    また、当社が資本の減少を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める行使価額

の調整を行うものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

４  当社が合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転（以下

「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編行為の効力発生時点において残存する新株予約

権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社または合併により設

立する株式会社、分割する事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会社、新設分割によ

り設立する株式会社、当社の発行済株式の全部を取得する株式会社及び株式移転により設立する株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を下記の条件で交付することとする。この場合においては、

残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。

但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割

契約、新設分割契約、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

  組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の数と同一の数とする。

②新株予約権の目的となる株式の種類

  再編対象会社の普通株式

③新株予約権の目的となる株式の数

  組織再編行為の条件に応じて合理的に調整された数とし、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨て 

  る。 

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

  組織再編行為の条件に応じて合理的に調整された額とし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

  る。

⑤新株予約権の行使期間

  上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

  の効力発生日のいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使すること

  ができる期間の満了日までとする。

⑥その他の行使条件

  上記「新株予約権の行使の条件」に準じて定めるものとする。

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

  上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて定める

  ものとする。

⑧新株予約権の取得承認

  譲渡による当該新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。
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　 株主総会の特別決議日(平成20年6月25日)

　
第1四半期会計期間末現在 
(平成22年6月30日)

新株予約権の数(個) 785(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は1,000株

新株予約権の目的となる株式の数(株) 785,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 932(注)３

新株予約権の行使期間
自  平成20年8月26日
至  平成25年8月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

  発行価格               932
  資本組入額             466

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた
者は、権利行使の時点において
当社の取締役、執行役、使用人、
相談役、顧問または関係会社の
取締役、執行役員、顧問その他
これらに準ずる地位であるこ
とを要する。但し、任期満了に
よる退任、定年退職その他正当
な理由がある場合には、その地
位を失った後も、その日から2
年が経過する日（但し、権利行
使期間内）までに限り、行使す
ることができる。
②新株予約権者は、新株予約権
個数の全部または一部につき
行使することができる。但し、
一部を行使する場合には、割り
当てられた新株予約権の整数
倍の単位で行使するものとす
る。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による当該新株予約権の
取得については、当社取締役会
の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

(注)４

(注) １  新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。

２  当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。但

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

てのみ行われ、調整により生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

    調整後株式数  ＝  調整前株式数  ×  分割・併合の比率

    また、当社が資本の減少を行う場合等、目的たる株式数の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める株

式数の調整を行うものとし、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てる。

３  当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げる。

調整後行使価額  ＝調整前行使価額  ×
１

分割・併合の比率
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    また、時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。但し、新株予約権の行使の場合は、行

使価額の調整は行わないこととする。

　 　
既発行株式数 ＋

新発行株式数 ×１株当たり払込金額

調整後行使価額  ＝調整前行使価額  ×
時価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

 

    なお、上記株式数において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また自己株式を処分する場合には、「新発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替

えるものとする。

    また、当社が資本の減少を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める行使価額

の調整を行うものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

４  当社が合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転（以下

「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編行為の効力発生時点において残存する新株予約

権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社または合併により設

立する株式会社、分割する事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会社、新設分割によ

り設立する株式会社、当社の発行済株式の全部を取得する株式会社及び株式移転により設立する株式会社

（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を下記の条件で交付することとする。この場合においては、

残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。

但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割

契約、新設分割契約、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

  組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の数と同一の数とする。

②新株予約権の目的となる株式の種類

  再編対象会社の普通株式

③新株予約権の目的となる株式の数

  組織再編行為の条件に応じて合理的に調整された数とし、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨て 

  る。 

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

  組織再編行為の条件に応じて合理的に調整された額とし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

  る。

⑤新株予約権の行使期間

  上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

  の効力発生日のいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使すること

  ができる期間の満了日までとする。

⑥行使条件

  上記「新株予約権の行使の条件」に準じて定めるものとする。

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

  上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて定める

  ものとする。

⑧新株予約権の取得承認

  譲渡による当該新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する。
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　 株主総会の特別決議日(平成21年6月25日)

　
第1四半期会計期間末現在 
(平成22年6月30日)

新株予約権の数(個) 828(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は1,000株

新株予約権の目的となる株式の数(株) 828,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 603(注)３

新株予約権の行使期間
自  平成21年8月25日
至  平成26年8月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

  発行価格               603
  資本組入額             302

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた
者は、権利行使の時点において
当社の取締役、執行役、使用人、
相談役、顧問または関係会社の
取締役、執行役員、顧問その他
これらに準ずる地位であるこ
とを要する。但し、任期満了に
よる退任、定年退職その他正当
な理由がある場合には、その地
位を失った後も、その日から2
年が経過する日（但し、権利行
使期間内）までに限り、行使す
ることができる。
②新株予約権者は、新株予約権
個数の全部または一部につき
行使することができる。但し、
一部を行使する場合には、割り
当てられた新株予約権の整数
倍の単位で行使するものとす
る。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による当該新株予約権の
取得については、当社取締役会
の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

(注)４

(注) １  新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。

２  当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。但

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

てのみ行われ、調整により生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

    調整後株式数  ＝  調整前株式数  ×  分割・併合の比率

    また、当社が資本の減少を行う場合等、目的たる株式数の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める株

式数の調整を行うものとし、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てる。

３  当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げる。

調整後行使価額  ＝調整前行使価額  ×
１

分割・併合の比率
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    また、時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。但し、新株予約権の行使の場合は、行

使価額の調整は行わないこととする。

　 　
既発行株式数 ＋

新発行株式数 ×１株当たり払込金額

調整後行使価額  ＝調整前行使価額  ×
時価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

　

    なお、上記株式数において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また自己株式を処分する場合には、「新発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替

えるものとする。

    また、当社が資本の減少を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める行使価額

の調整を行うものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

４  当社が合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転（以下

「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編行為の効力発生時点において残存する新株予約

権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、会社法第236条第1項第8号イからホまでに掲

げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を下記の条件で交付することとする。この場合

においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。

但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割

契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

  組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の数と同一の数とする。

②新株予約権の目的となる株式の種類

  再編対象会社の普通株式

③新株予約権の目的となる株式の数

  組織再編行為の条件に応じて合理的に調整された数とし、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨て 

  る。 

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

  組織再編行為の条件に応じて合理的に調整された額とし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

  る。

⑤新株予約権の行使期間

  上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

  の効力発生日のいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使すること

  ができる期間の満了日までとする。

⑥行使条件

  上記「新株予約権の行使の条件」に準じて定めるものとする。

⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

  上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて定める

  ものとする。

⑧新株予約権の取得承認

  譲渡による当該新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議を要する。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 平成22年4月 1日～
 平成22年6月30日

－ 551,268 － 67,176 － 77,923

　

(6) 【大株主の状況】

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行から平成19年10月15日付の大量保有報告書の写しの送付がありました。

その後、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成21年3月30日付、平成22年2月16日付、平

成22年6月21日付の変更報告書の写しの送付がありました。

当社は平成22年6月21日付の変更報告書により、平成22年6月14日現在で下記の株式を所有している旨

の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当第1四半期会計期間末の実質所

有株式数の確認ができておりません。

なお、平成22年6月21日付変更報告書の内容は次のとおりであります。

　

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
 の割合（％）

  株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行   東京都千代田区丸の内二丁目7番1号 8,675 1.57

  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社   東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 32,935 5.97

  三菱ＵＦＪ投信株式会社   東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 2,618 0.47

  三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー
  証券株式会社

  東京都千代田区丸の内二丁目5番2号 4,271 0.77
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(7) 【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができませんので、直前の基準日である平成22年3月31日の株主名簿により記載しておりま

す。

① 【発行済株式】

平成22年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式(自己株式等) 　 － － －

議決権制限株式(その他) 　 － － －

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

10,268,000 － 単元株式数は1,000株

(相互保有株式)
普通株式

683,000 － 同上

完全議決権株式(その他) 普通株式 538,643,000 538,643 同上

単元未満株式 普通株式 1,674,104 － －

発行済株式総数 　 551,268,104 － －

総株主の議決権 　 － 538,643 －

(注) 「単元未満株式」欄には、当社の自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。

自己保有株式 　 572株

相互保有株式 ＮＳＫワーナー㈱ 98株

　 八木工業㈱    （自己名義） 221株

　               （他人名義） 739株

② 【自己株式等】

平成22年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

(自己株式) 　 　 　 　 　

日本精工㈱
東京都品川区大崎

一丁目6番3号
10,268,000 － 10,268,0001.86

(相互保有株式) 　 　 　 　 　

ＮＳＫワーナー㈱
東京都品川区大崎

一丁目6番3号
420,000 － 420,000 0.08

井上軸受工業㈱
大阪府堺市一条通
               19番21号

200,000 － 200,000 0.04

八木工業㈱
群馬県高崎市倉賀野町

3121番
28,000 35,000 63,000 0.01

計 － 10,916,00035,00010,951,0001.99

(注)  １ 相互保有株式におきまして株主名簿上は中外商事㈱名義となっておりますが、実質的に所有していない株

式が1,000株(議決権１個)あります。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その

他)」欄の普通株式に含めております。

 ２ 八木工業㈱は、日本精工取引先持株会（東京都品川区大崎一丁目6番3号）の会員であり、他人名義欄に記載

されている株式は全て同持株会名義となっております。
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
4月

5月 6月

最高(円) 770 735 709

最低(円) 698 618 618

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第1四半期連結会計期間(平成21年4月1日から平成21年6月30日まで)及び前第1四半期連結累計期

間(平成21年4月1日から平成21年6月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第1四半期

連結会計期間(平成22年4月1日から平成22年6月30日まで)及び当第1四半期連結累計期間(平成22年4月1日

から平成22年6月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前第1四半期連結会計期間(平成21年4月1日か

ら平成21年6月30日まで)及び前第1四半期連結累計期間(平成21年4月1日から平成21年6月30日まで)に係る

四半期連結財務諸表について、また、当第1四半期連結会計期間(平成22年4月1日から平成22年6月30日まで)

及び当第1四半期連結累計期間(平成22年4月1日から平成22年6月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第1四半期
連結会計期間末

(平成22年6月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 86,034 78,421

受取手形及び売掛金 133,717 134,409

有価証券 43,942 49,438

製品 56,172 59,356

仕掛品 37,419 35,341

原材料及び貯蔵品 11,159 10,831

その他 42,562 44,606

貸倒引当金 △1,065 △1,237

流動資産合計 409,943 411,167

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 67,506

※１
 70,356

機械装置及び運搬具（純額） ※１
 108,636

※１
 114,460

その他（純額） ※１
 53,917

※１
 52,933

有形固定資産合計 230,060 237,750

無形固定資産 10,547 10,594

投資その他の資産

投資有価証券 68,857 75,833

前払年金費用 43,861 44,247

その他 9,892 10,619

貸倒引当金 △491 △589

投資その他の資産合計 122,119 130,111

固定資産合計 362,727 378,456

資産合計 772,671 789,624

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 120,516 114,552

短期借入金 69,305 71,367

1年内償還予定の社債 15,300 25,000

未払法人税等 4,406 4,347

その他 46,350 42,439

流動負債合計 255,877 257,706

固定負債

社債 95,000 95,300

長期借入金 109,585 113,270

退職給付引当金 21,955 22,948

役員退職慰労引当金 1,445 1,541

環境対策引当金 163 167

その他 31,311 34,001

固定負債合計 259,461 267,229

負債合計 515,339 524,935
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(単位：百万円)

当第1四半期
連結会計期間末

(平成22年6月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年3月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 67,176 67,176

資本剰余金 78,334 78,330

利益剰余金 140,020 134,902

自己株式 △4,158 △4,160

株主資本合計 281,372 276,248

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9,149 13,701

為替換算調整勘定 △49,821 △42,007

評価・換算差額等合計 △40,671 △28,306

新株予約権 458 423

少数株主持分 16,173 16,323

純資産合計 257,332 264,688

負債純資産合計 772,671 789,624
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第1四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第1四半期連結累計期間
(自 平成21年4月 1日
　至 平成21年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 平成22年4月 1日
　至 平成22年6月30日)

売上高 115,804 173,979

売上原価 98,436 138,064

売上総利益 17,368 35,914

販売費及び一般管理費 ※１
 21,885

※１
 25,582

営業利益又は営業損失（△） △4,517 10,332

営業外収益

受取利息 202 189

受取配当金 624 389

持分法による投資利益 487 1,003

その他 1,295 530

営業外収益合計 2,610 2,113

営業外費用

支払利息 1,598 1,154

為替差損 － 1,138

製品補償費 3,394 －

その他 1,214 1,141

営業外費用合計 6,207 3,434

経常利益又は経常損失（△） △8,114 9,011

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△8,114 9,011

法人税等 ※２
 △2,791

※２
 3,576

少数株主損益調整前四半期純利益 － 5,435

少数株主利益 23 317

四半期純利益又は四半期純損失（△） △5,346 5,117
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第1四半期連結累計期間
(自 平成21年4月 1日
　至 平成21年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 平成22年4月 1日
　至 平成22年6月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△8,114 9,011

減価償却費 8,912 8,486

のれん償却額 171 176

貸倒引当金の増減額（△は減少） △475 △158

退職給付引当金及び前払年金費用の増減額 236 665

受取利息及び受取配当金 △826 △579

支払利息 1,598 1,154

持分法による投資損益（△は益） △487 △1,003

売上債権の増減額（△は増加） △1,414 △4,279

たな卸資産の増減額（△は増加） △760 △3,586

仕入債務の増減額（△は減少） △830 7,175

その他 7,333 12,154

小計 5,342 29,217

利息及び配当金の受取額 1,353 811

利息の支払額 △1,434 △729

法人税等の支払額 △566 △3,179

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,695 26,119

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） － △159

有価証券の取得による支出 － △0

有価証券の売却による収入 17 －

有形固定資産の取得による支出 △5,638 △6,137

有形固定資産の売却による収入 43 60

投資有価証券の取得による支出 △148 △9

投資有価証券の売却による収入 5 500

貸付けによる支出 △14 △9

貸付金の回収による収入 24 22

その他 △464 △634

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,173 △6,367

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △418 △3,089

長期借入れによる収入 639 704

長期借入金の返済による支出 △459 △739

社債の償還による支出 － △10,000

自己株式の取得による支出 △5 △4

配当金の支払額 △2,038 △2,072

少数株主への配当金の支払額 △116 △231

その他 111 28

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,286 △15,404

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,341 △1,892

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,423 2,454

現金及び現金同等物の期首残高 124,944 123,437

連結子会社の決算期変更による増加高 477 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 122,998

※１
 125,891
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　 　
当第1四半期連結会計期間
(自  平成22年4月 1日
  至  平成22年6月30日)

１． 会計処理基準に
関する事項の変更

(1) 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用
  当第1四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号
平成20年3月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
針第21号  平成20年3月31日）を適用しております。
  これによる損益に与える影響は軽微であります。

　

【表示方法の変更】

当第1四半期連結会計期間
(自  平成22年4月 1日
  至  平成22年6月30日)

（四半期連結損益計算書関係）
  前第1四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました営業外費用の「製品補償費」は、営業外費用総額の100
分の20以下であるため、当第1四半期連結累計期間においては営業外費用の「その他」に含めて表示しております。
 
 
  前第1四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めていた「為替差損」は、営業外費用総額の100分
の20を超えたため、当第1四半期連結累計期間より区分掲記いたしました。なお、前第1四半期連結累計期間の営業外費用
の「その他」に含まれる「為替差損」は296百万円であります。
 
 
  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式
及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年3月24日  内閣府令第5号）の適用により、当第1
四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
 
 

　

【簡便な会計処理】

　 　
当第1四半期連結会計期間
(自  平成22年4月 1日
  至  平成22年6月30日)

１． 繰延税金資産の
回収可能性の判断

  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一
時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度決算において使
用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　 　
当第1四半期連結会計期間
(自  平成22年4月 1日
  至  平成22年6月30日)

１. 税金費用の計算   税金費用については、当第1四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に
対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税
率を乗じて計算しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第1四半期連結会計期間末
(平成22年6月30日)

前連結会計年度末
(平成22年3月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額は、552,976百万円

であります。

 偶発債務ほか
 (1)  保証債務

相手先 金額(百万円) 内容

当社従業員  44 財形貸付融資

ＭＳＰインダス
トリーズ社

509 銀行借入

計 553 　

 
 (2)  手形債権信託契約に基づく債権譲渡高
         手形債権信託契約に基づく債権譲渡高は10,261百
         万円であります。

※１  有形固定資産の減価償却累計額は、560,067百万円

であります。

 偶発債務ほか
 (1)  保証債務

相手先 金額(百万円) 内容

当社従業員  46 財形貸付融資

ＭＳＰインダス
トリーズ社

103 銀行借入

計 149 　

 
 (2)  手形債権信託契約に基づく債権譲渡高
         手形債権信託契約に基づく債権譲渡高は9,373百
         万円であります。

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

前第1四半期連結累計期間
(自  平成21年4月 1日
  至  平成21年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自  平成22年4月 1日
  至  平成22年6月30日)

※１  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び

      金額は以下のとおりであります。

       給料及び賞与                   8,324百万円

       退職給付引当金繰入額             692百万円

       役員退職慰労引当金繰入額         107百万円

 

 

※２  当第1四半期連結累計期間における税金費用に

      ついては、四半期連結財務諸表の作成に特有の

      会計処理により計算しているため、法人税等調

      整額は、「法人税等」に含めて表示しておりま

      す。

 

※１  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び

      金額は以下のとおりであります。

       給料及び賞与                   8,905百万円

       退職給付引当金繰入額             749百万円

       役員退職慰労引当金繰入額          81百万円

       貸倒引当金繰入額                   7百万円

 

※２  当第1四半期連結累計期間における税金費用に

      ついては、四半期連結財務諸表の作成に特有の

      会計処理により計算しているため、法人税等調

      整額は、「法人税等」に含めて表示しておりま

      す。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第1四半期連結累計期間
(自  平成21年4月 1日
  至  平成21年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自  平成22年4月 1日
  至  平成22年6月30日)

※１  現金及び現金同等物の当第1四半期連結累計期間

      末残高と当第1四半期連結貸借対照表に掲記され

      ている科目の金額との関係

(平成21年6月30日現在)
 

現金及び預金勘定 86,741百万円

預入期間が

3か月を超える定期預金
△257百万円

取得日から3か月以内に償還期限
の到来する有価証券

33,514百万円

流動資産のその他勘定より 　
売掛債権等信託受益権 3,000百万円

現金及び現金同等物 122,998百万円

　 　
 

※１  現金及び現金同等物の当第1四半期連結累計期間

      末残高と当第1四半期連結貸借対照表に掲記され

      ている科目の金額との関係

(平成22年6月30日現在)
 

現金及び預金勘定 86,034百万円

預入期間が

3か月を超える定期預金
△472百万円

取得日から3か月以内に償還期限
の到来する有価証券

38,330百万円

流動資産のその他勘定より 　
売掛債権等信託受益権 2,000百万円

現金及び現金同等物 125,891百万円

　 　
 

　

　

(株主資本等関係)

　

当第1四半期連結会計期間末（平成22年6月30日）及び当第1四半期連結累計期間（自  平成22年4月1日  

至  平成22年6月30日）

１  発行済株式の種類及び総数

         普通株式   551,268,104株

　
２  自己株式の種類及び株式数

         普通株式    10,671,611株

　
３  新株予約権の四半期連結会計期間末残高

       ストック・オプションとしての新株予約権       458百万円（親会社 458百万円）

　

４  配当に関する事項

  (1)  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年5月21日
取締役会

普通株式 2,163 4.00平成22年3月31日 平成22年6月14日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第1四半期連結累計期間（自  平成21年4月1日  至  平成21年6月30日）

　

　
産業機械
軸受

(百万円)

自動車
関連製品

(百万円)

精密機器
関連製品

(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する
売上高

35,06770,7536,262 3,721115,804 － 115,804

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － 3,279 3,279(3,279) －

計 35,06770,7536,262 7,000119,084(3,279)115,804

営業損失（△） △1,045 △30 △1,816 △649 △3,541 (976)△4,517

(注) １  事業の種類の区分は、当社の内部管理上の区分によっております。

２  各事業区分に属する主要製品

  産業機械軸受    ：標準玉軸受（ミニアチュア軸受・小径軸受・並径軸受）

                    一般産業用軸受（大形玉軸受・円すいころ軸受・円筒ころ軸受・

                    自動調心ころ軸受・精密軸受）

  自動車関連製品  ：ハブユニット軸受、ニードル軸受、小形円すいころ軸受、標準玉軸受、

ステアリング、電動パワーステアリング、自動変速機(AT)用部品

  精密機器関連製品：ボールねじ、リニアガイド、ＸＹテーブル、メガトルクモータ、

液晶パネル用露光装置

  その他          ：機械設備、鋼球等

　

　

【所在地別セグメント情報】

前第1四半期連結累計期間（自  平成21年4月1日  至  平成21年6月30日）

　

　
日  本

(百万円)

米  州

(百万円)

欧  州

(百万円)

アジア

(百万円)

計

(百万円)

消去又は

全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する
売上高

65,45113,55921,91514,878115,804 － 115,804

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

18,015 80 396 3,48021,972（21,972） －

計 83,46613,64022,31218,358137,777（21,972）115,804

営業利益又は営業損失（△） △4,359 △433 1,384 321 △3,086（1,431）△4,517

(注) １  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２  本邦以外の区分に属する主な国又は地域

    米州  ：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等

    欧州  ：英国、ドイツ、ポーランド等欧州諸国等

    アジア：東アジア及び東南アジア諸国、インド、オーストラリア等
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【海外売上高】

前第1四半期連結累計期間（自  平成21年4月1日  至  平成21年6月30日）

　

　 米  州 欧  州 アジア 計

Ⅰ  海外売上高（百万円） 13,844 21,892 23,718 59,455

Ⅱ  連結売上高（百万円） － － － 115,804

Ⅲ  連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

12.0 18.9 20.5 51.3

(注) １  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２  国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３  各区分に属する主な国又は地域

    米州  ：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等

    欧州  ：英国、ドイツ、ポーランド等欧州諸国等

    アジア：東アジア及び東南アジア諸国、インド、オーストラリア等

　

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、当社の取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。

当社グループは、本社に顧客産業別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う製品について国内及び海

外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開していることから、その構成単位である「産業機械事業」、

「自動車事業」の二つを報告セグメントとしております。

「産業機械事業」は一般産業向けの軸受、ボールねじ、リニアガイド及び液晶パネル用露光装置等を製造

・販売しております。「自動車事業」は、自動車及び自動車部品メーカー向けの軸受、ステアリング及び自

動変速機(AT)用部品等を製造・販売しております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第1四半期連結累計期間（自  平成22年4月1日  至  平成22年6月30日）

（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)

産業機械 自動車 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 61,813105,636167,4496,529173,979 － 173,979

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － 6,2936,293△6,293 －

計 61,813105,636167,44912,823180,273△6,293173,979

セグメント利益 3,7707,28111,0521,19212,245△1,91210,332

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、鋼球の製造・販売事業、機械設備製

造事業等を含んでおります。

２  セグメント利益の調整額△1,912百万円には、セグメント間取引消去△173百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△1,739百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社

本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（追加情報）

当第1四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号  

平成21年3月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第20号  平成20年3月21日）を適用しております。

　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第1四半期連結会計期間末

(平成22年6月30日)

前連結会計年度末

(平成22年3月31日)

　

１株当たり純資産額 445円25銭

　

　

１株当たり純資産額 458円65銭

　
　 　

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第1四半期連結会計期間末

(平成22年6月30日)

前連結会計年度末

(平成22年3月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 257,332 264,688

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 16,631 16,746

  （うち新株予約権）（百万円） (458) (423)

  （うち少数株主持分）（百万円） (16,173) (16,323)

普通株式に係る四半期連結会計期間末
（連結会計年度末）の純資産額（百万円）

240,700 247,941

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
連結会計期間末（連結会計年度末）の普通株式
の数（千株）

540,596 540,585

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額等

前第1四半期連結累計期間
(自  平成21年4月 1日
  至  平成21年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自  平成22年4月 1日
  至  平成22年6月30日)

　 　 　 　

１株当たり四半期純損失金額 9円89銭１株当たり四半期純利益金額 9円47銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、四半期純損益が純損失のため記載しておりま
せん。

潜在株式調整後１株当たり四半期純
利益金額

9円46銭

　 　
(注) １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第1四半期連結累計期間
(自  平成21年4月 1日
  至  平成21年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自  平成22年4月 1日
  至  平成22年6月30日)

(1)１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失
   金額（△）

　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△） (百万
円)

△5,346 5,117

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損
失（△） (百万円)

△5,346 5,117

普通株式の期中平均株式数 (千株) 540,590 540,590

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額 (百万円) － －

普通株式増加数 (千株) － 147

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

該当事項はありません。 同左
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２ 【その他】

   該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年8月7日

日本精工株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    中   村   雅   一     印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    沼   田     徹        印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    関   口   弘   和     印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    堀   越   喜   臣     印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本精

工株式会社の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間(平成21年4

月1日から平成21年6月30日まで)及び第1四半期連結累計期間(平成21年4月1日から平成21年6月30日まで)に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本精工株式会社及び連結子会社の平成21年6

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年8月6日

日本精工株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    中   村   雅   一     印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    関   口   弘   和     印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    阪   中     修        印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本精

工株式会社の平成22年4月1日から平成23年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間(平成22年4

月1日から平成22年6月30日まで)及び第1四半期連結累計期間(平成22年4月1日から平成22年6月30日まで)に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本精工株式会社及び連結子会社の平成22年6

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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